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１ 足寄町図・主な幹線道路図 
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２ 主な集落地域・重要施設等 
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３ 足寄町の気候 
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４ 足寄町の人口 
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５ 足寄町国民保護協議会の構成 
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６ 関係機関の連絡先 
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７ 足寄町国民保護対策本部及び足寄町緊急対処事態対策本部条例 

 

平成 18年 6月 13日 

条 例 第 ４ ４ 号  

（趣旨） 

第 1条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成１６年法律第１１２号。以下「法」という。）第３１条（法第１８３条にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づき、足寄町国民保護対策本部及び足寄町

緊急対処事態対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、足寄町国民保護対策本

部（以下「本部」という。）の事務を総括する。 

２ 国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を補佐し、本部

の事務を整理する。 

３ 国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、本部の

事務に従事する。 

４ 本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。 

５ 前項の職員は、町の職員のうちから、町長が任命する。 

（会議） 

第３条 本部長は、本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応

じ、本部の会議（以下、「会議」という。）を招集する。 

２ 本部長は、法第２８条第６項の規定により国の職員その他町の職員以外の者を会

議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

（部） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

（現地対策本部） 

第５条 国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策本部員

その他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する

者をもって充てる。 

２ 国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。 

（本部長への委任） 

第６条 前各条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は本部長が定める。 

（準用） 

第７条 第２条から前条までの規定は、足寄町緊急対処事態対策本部について準用す

る。 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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８ 足寄町国民保護協議会条例 

 

平成 18年 6月 13日 

条 例 第 ４ ５ 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成１６年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に基づき、足寄町国民保護協

議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（委員及び専門委員） 

第２条 協議会の委員の定数は、２７人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了した時は、解任されるものとす

る。 

（会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理す

る。 

（会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができ

ない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

（幹事） 

第５条 協議会に、幹事を置く。 

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから、町長が任命する。 

３ 幹事は、協議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。 

（部会） 

第６条 協議会は、必要に応じ、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指

名する者がその職務を代理する。 

（会長への委任） 

第７条 前各条に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議

会に諮って定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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９ 足寄町国民保護協議会運営規程 

 

平成 18年 10月 24日 

訓 令 第 ９ 号 

（趣旨） 

第１条 足寄町国民保護協議会条例（平成１８年足寄町条例第４５号）第７条の規定

により、足寄町国民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事

項は、この規程の定めるところによる。 

（招集） 

第２条 協議会を招集する時は、協議会の日時、場所及び議題をあらかじめ委員に通

知しなければならない。 

２ 委員は、必要があると認めるときは、会長に対して協議会の招集を求めることが

できる。 

（委員の代理者） 

第３条 委員は、やむを得ない事情により協議会に出席できないときは、代理者を出

席させることができる。 

２ 代理者については、委員と同一の機関に属する者で委員が指名する者とし、委員

の職務を代理する。 

（議事） 

第４条 協議会は、委員（代理者を含む。）の過半数が出席しなければ会議を開くこ

とができない。 

（委員の異動報告） 

第５条 委員に異動があったときは、当該委員又はその後任者は、直ちに、当該後任

者の職名、氏名、異動年月日その他必要な事項を会長に報告しなければならない。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、総務課企画財政室において処理する。 

附 則 

この規程は、平成１８年１０月２４日から施行する。 
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10 足寄町の特殊標章及び身分証明書に関する交付要綱 

 

平成 19年 3月 1日 

要 綱 第 ２ 号 

目次 

第１章 総則 

第２章 特殊標章の交付等 

第３章 身分証明書の交付等 

第４章 保管及び返納 

第５章 濫用の禁止等 

第６章 雑則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成１６年法律第１１２号。以下「国民保護法」という。）及び「赤十字標章等及

び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」（平成１７年８月２日閣副安

危第３２１号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制

企画担当）通知）に基づき、足寄町の武力攻撃事態等における特殊標章等（国民保護

法第１５８条第１項の特殊標章及び身分証明書をいう。以下同じ。）の交付に関する

基準、手続等必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義及び様式） 

第２条 この要綱において「特殊標章」とは、別紙で定めるところにより、腕章、帽

章、旗及び車両章とする。 

２ この要綱において「身分証明書」の様式は、別図のとおりとする。 

（交付の対象者） 

第３条 町長は、武力攻撃事態等において、国民保護法第１６条の規定に基づき、町

長が実施する国民の保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）に係る職

務等を行う者として、次に定める区分の者に対し、特殊標章等の交付を行うものと

する。 

（１）町の職員（池北三町行政事務組合（以下「消防組合」という。）の管理者の所

轄の消防団長及び消防団員、消防組合の消防長の所轄の消防職員を除く。）で

国民保護措置に係る職務を行うもの 

（２）町長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

（３）町長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

（交付の手続き） 

第４条 町長は、前条第１号に掲げる者に対し、特殊標章等の交付をした者に関する

台帳（別記様式２）に登録し、特殊標章等を作成して交付する。 

２ 町長は、前条第２号及び第３号に掲げる者に対し、原則として当該対象者からの

特殊標章等に係る交付申請書（別記様式１）による申請に基づき、その内容を適正

と認めるときは、特殊標章等の交付をした者に関する台帳（別記様式２）に登録し、
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特殊標章等を作成して交付する。 

 

第２章 特殊標章の交付等 

（腕章及び帽章の交付） 

第５条 町長は、第３条第１号に掲げる者のうち武力攻撃事態等において行うことと

される国民保護措置に係る職務の内容等を勘案し、町長が必要と認めるものに対

し、平時において、第２条第１項で規定する腕章及び帽章（以下「腕章等」という。）

を交付するものとする。 

２ 町長は、第３条第１号に掲げる者（前項において掲げる者を除く。）並びに第２

号及び第３号に掲げる者に対し、武力攻撃事態等において、腕章等を交付するもの

とする。 

（旗及び車両章の交付） 

第６条 町長は、前条の規定に基づき、腕章等を交付する場合において、必要に応じ、

国民保護措置に係る職務、業務又は協力のために使用される場所若しくは車両等

（以下「場所等」という。）を識別させるため、場所等ごとに第２条第１項で規定

する旗又は車両章（以下「旗等」という。）をあわせて、交付するものとする。 

（訓練における使用） 

第７条 町長は、平時において、国民保護措置についての訓練を実施する場合に、第

３条各号に掲げる者に対し、腕章等を貸与することができるものとする。 

２ 町長は、前項の規定に基づき、腕章等を貸与する場合、必要に応じ、場所等ごと

に旗等をあわせて貸与することができるものとする。 

（特殊標章の特例交付） 

第８条 町長は、人命救助等のために特に緊急を要し、対象者からの申請を待ついと

まがないと認めるときは、当該申請を待たずに特殊標章のみを交付することができ

るものとする。 

２ 前項の場合において、町長が必要と認めるときに、特殊標章を交付した者に対し

て、返納を求めるものとする。 

（特殊標章の再交付） 

第９条 町長から特殊標章の交付を受けた者は、特殊標章を紛失したとき、又は使用

に堪えない程度に汚損若しくは破損した場合には、特殊標章再交付申請書（別記様

式３）により、速やかに町長に申請し、特殊標章の再交付を受けるものとする。 

２ 前項の規定により、再交付を受ける場合（紛失した場合を除く。）は、汚損又は

破損した特殊標章を返納しなければならない。 

 

第３章 身分証明書の交付等 

（身分証明書の交付） 

第１０条 町長は、第５条第１項の規定により、腕章等を交付した者に対し、第２条

第２項で規定する身分証明書（以下「身分証明書」という。）を交付するものとす

る。 

２ 町長は、第５条第２項の規定により、腕章等を交付した者に対し、身分証明書を

交付するものとする。 
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（身分証明書の携帯） 

第１１条 町長から身分証明書の交付を受けた者は、特殊標章を使用する必要がある

ときは、身分証明書を携帯するものとする。 

（身分証明書の再交付） 

第１２条 町長から身分証明書の交付を受けた者は、身分証明書を紛失し、又は使用

に堪えない程度に汚損若しくは破損した場合には、身分証明書再交付申請書（別記

様式４）により速やかに町長に申請し、身分証明書の再交付を受けるものとする。

また、身分証明書の記載事項に異動があった場合も同様とする。 

２ 前項の規定により、再交付を受ける場合（紛失した場合を除く。）は、交付を受

けた身分証明書を返納しなければならない。 

（有効期間及び更新） 

第１３条 第１０条第１項の規定により、町長が交付する身分証明書の有効期間は、

交付された者が身分を失ったときまでとする。 

２ 第１０条第２項の規定により、町長が武力攻撃事態等において交付する身分証明

書の有効期間は、武力攻撃事態等の状況及び国民保護措置の内容に鑑み、町長が必

要と認める期間とする。 

３ 身分証明書の更新手続きは、第４条の規定に準じて行うものとする。 

 

第４章 保管及び返納 

（保管） 

第１４条 町長は、申請書及び特殊標章等に番号を付し、厳重に保管するものとする。 

２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行っ

ている場合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を厳重に保管

するものとする。 

（返納） 

第１５条 町長から特殊標章等の交付を受けた者は、身分を失ったときその他の事由

があったときは、特殊標章等を返納しなければならない。 

 

第５章 濫用の禁止等 

（濫用の禁止） 

第１６条 特殊標章等の交付を受けた者は、特殊標章等を他人に譲り渡し、又は貸与

してはならない。 

２ 特殊標章等の交付を受けた者は、国民保護措置にかかる職務、業務又は協力を行

っている場合及び訓練又は啓発のために用いる場合を除き、特殊標章等を使用して

はならない。 

３ 特殊標章等により識別させることができる場所等については、当該場所等が専ら

国民保護措置に係る職務、業務又は協力のために使用されていなければならない。 

（周知） 

第１７条 町長は、特殊標章等を交付する者に対し、当該交付する際その他必要な機

会を捉え、特殊標章等の意義、その使用及び管理等について説明を行い、あらかじ

め周知を図るものとする。 
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第６章 雑則 

（雑則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、特殊標章等の様式等については、「赤十字

標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン」に定めるところによ

る。 

第１９条 足寄町における特殊標章等の交付及び管理に関する事務は、総務課企画財

政室が行うものとする。 

附 則 

この要綱は、平成１９年３月１日から施行する。 
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別紙(第２条関係) 

区 分 
表 示 

制 式 
位 置 形 状 

腕 章 左腕に表示 

 

①オレンジ色地に青色の正三

角形とする。 

②三角形の一の角が垂直に上

を向いている。 

③三角形のいずれの角もオレ

ンジ色地の縁に接していな

い。 

 

※一連の登録番号を表面右下

すみに付する。 

  (例：足寄町 1) 

帽 章 帽子(ヘルメッ

トを含む。)の前

部中央に表示 

旗 施設の平面に展

張又は掲揚又は

表示、船舶に掲

揚又は表示 

車両章 車両の両側面及

び後面に表示 

航空機の両側面

に表示 
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別図(第２条関係) 
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別記様式１

特殊標章等に係る交付申請書

平成　　　年　　　月　　　日

　　　足寄町長 様

         私は、国民保護法第１５８条の規定に基づき、特殊標章の交付を以下のとおり申請します。

　氏　 名：（漢　字） 　生年月日　（西暦）

　 　　 　（ローマ字） 年 月 日

申請者の連絡先

住　　　所 ：〒

電話番号 ：

Ｅ－ｍａｉｌ ：

識別のための情報（身分証明書の交付又は使用許可の場合のみ記載）

身　　　長 ： cm 眼の色 ：

頭髪の色 ： 血液型 ： （ＲＨ因子 ）

標章を使用する衣服、場所、車両、船舶、航空機等の概要及び使用する標章の数等

　（標章又は特殊信号の交付又は使用許可の場合のみ記載）

（許可権者使用欄）

　　資　　　　格 ：

証明書番号 ： ：

有効期間の満了日 ：

返　納　日 ：

交付等の年月日

　　　写　 　　真

　　縦４×横３ｃｍ

（身分証明書の交付又は

　使用許可の場合のみ）
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別記様式３

年 月 日

足寄町長 様

申　請　者

住所 （電話　　　　　　　　）

氏名

1 　紛失（破損等）した特殊標章の種別及び登録番号

2 　紛失（破損等）年月日

3 　紛失の状況（破損等の理由）

4 その他必要な事項

　※　　受　　付　　欄 ※　　経　　　　　　　過　　　　　　　欄

備考

特 殊 標 章 再 交 付 申 請 書

１　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
２　※印の欄は、記入しないこと。
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別記様式４

年 月 日

足寄町長 様

申　請　者

住所 （電話　　　　　　　　　）

氏名

1 　旧身分証明書番号

2 　理由

3 　その他必要な事項

　※　　受　　付　　欄 ※　　経　　　　　　　過　　　　　　　欄


備考 １　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。


２　理由には、紛失、汚損、破損及び記載事項の変更等を記入する。

３　紛失の場合は、紛失の日時、場所及び紛失の状況を追記する。

４　記載事項の変更の場合は、旧記載事項を追記する。

５　※印の欄は、記入しないこと。

身 分 証 明 書 再 交 付 申 請 書
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11 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の 

安全の確保に関する法律（通称：武力攻撃事態対処法・抜粋） 

 

（平成１５年６月１３日法律第７９号）  

最近改正 平成２７年９月３０日法律第７６号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、武力攻撃事態等（武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態をいう。

以下同じ。）及び存立危機事態への対処について、基本理念、国、地方公共団体等

の責務、国民の協力その他の基本となる事項を定めることにより、武力攻撃事態及

び存立危機事態への対処のための態勢を整備し、もって我が国の平和と独立並びに

国及び国民の安全の確保に資することを目的とする。 

 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、当該地方公共団体の地域並びに当該地方公共団体の住民の

生命、身体及び財産を保護する使命を有することにかんがみ、国及び他の地方公共

団体その他の機関と相互に協力し、武力攻撃事態等への対処に関し、必要な措置を

実施する責務を有する。 

 

（国と地方公共団体との役割分担） 

第七条 武力攻撃事態等への対処の性格にかんがみ、国においては武力攻撃事態等へ

の対処に関する主要な役割を担い、地方公共団体においては武力攻撃事態等におけ

る当該地方公共団体の住民の生命、身体及び財産の保護に関して、国の方針に基づ

く措置の実施その他適切な役割を担うことを基本とするものとする。 

 

 （国民の協力） 

第八条 国民は、国及び国民の安全を確保することの重要性にかんがみ、指定行政機

関、地方公共団体又は指定公共機関が対処措置を実施する際は、必要な協力をする

よう努めるものとする。 
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12 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

   （通称：国民保護法・抜粋） 

（平成１６年６月１８日法律第１１２号）  

最近改正 平成２７年９月３０日法律第７６号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、武力攻撃事態等において武力攻撃から国民の生命、身体及び財

産を保護し、並びに武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるよ

うにすることの重要性にかんがみ、これらの事項に関し、国、地方公共団体等の責

務、国民の協力、住民の避難に関する措置、避難住民等の救援に関する措置、武力

攻撃災害への対処に関する措置その他の必要な事項を定めることにより、武力攻撃

事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の

確保に関する法律（平成十五年法律第七十九号。以下「事態対処法」という。）と

相まって、国全体として万全の態勢を整備し、もって武力攻撃事態等における国民

の保護のための措置を的確かつ迅速に実施することを目的とする。 

 

（国、地方公共団体等の責務）  

第三条 国は、国民の安全を確保するため、武力攻撃事態等に備えて、あらかじめ、

国民の保護のための措置の実施に関する基本的な方針を定めるとともに、武力攻撃

事態等においては、その組織及び機能のすべてを挙げて自ら国民の保護のための措

置を的確かつ迅速に実施し、又は地方公共団体及び指定公共機関が実施する国民の

保護のための措置を的確かつ迅速に支援し、並びに国民の保護のための措置に関し

国費による適切な措置を講ずること等により、国全体として万全の態勢を整備する

責務を有する。 

２ 地方公共団体は、国があらかじめ定める国民の保護のための措置の実施に関する

基本的な方針に基づき、武力攻撃事態等においては、自ら国民の保護のための措置

を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において関係機関が実施す

る国民の保護のための措置を総合的に推進する責務を有する。 

３ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等においては、この法律で

定めるところにより、その業務について、国民の保護のための措置を実施する責務

を有する。 

４ 国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関は、国民の保護のた

めの措置を実施するに当たっては、相互に連携協力し、その的確かつ迅速な実施に

万全を期さなければならない。 

 

（市町村の実施する国民の保護のための措置） 

第十六条 市町村長は、対処基本方針が定められたときは、この法律その他法令の規

定に基づき、第三十五条第一項の規定による市町村の国民の保護に関する計画で定

めるところにより、当該市町村の区域に係る次に掲げる国民の保護のための措置を

実施しなければならない。 
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一 警報の伝達、避難実施要領の策定、関係機関の調整その他の住民の避難に関す

る措置 

二 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置 

三 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の

武力攻撃災害への対処に関する措置 

四 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置 

五 武力攻撃災害の復旧に関する措置 

２ 市町村の委員会及び委員は、対処基本方針が定められたときは、この法律その他

法令の規定に基づき、前項の市町村の国民の保護に関する計画で定めるところによ

り、市町村長の所轄の下にその所掌事務に係る国民の保護のための措置を実施しな

ければならない。 

３ 市町村の区域内の公共的団体は、対処基本方針が定められたときは、市町村の長

その他の執行機関（以下「市町村長等」という。）が実施する国民の保護のための

措置に協力するよう努めるものとする。 

４ 第一項及び第二項の場合において、市町村長等は、当該市町村の区域に係る国民

の保護のための措置を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、都

道府県知事等に対し、その所掌事務に係る国民の保護のための措置の実施に関し必

要な要請をすることができる。 

５ 第一項及び第二項の場合において、市町村長等は、当該市町村の区域に係る国民

の保護のための措置を的確かつ迅速に実施するため特に必要があると認めるとき

は、都道府県知事等に対し、第十一条第四項の規定による要請を行うよう求めるこ

とができる。 

 

（他の市町村長等に対する応援の要求） 

第十七条 市町村長等は、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置を実施す

るため必要があると認めるときは、他の市町村の市町村長等に対し、応援を求める

ことができる。この場合において、応援を求められた市町村長等は、正当な理由が

ない限り、応援を拒んではならない。 

２ 前項の応援に従事する者は、国民の保護のための措置の実施については、当該応

援を求めた市町村長等の指揮の下に行動するものとする。 

 

（都道府県知事等に対する応援の要求） 

第十八条 市町村長等は、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置を実施す

るため必要があると認めるときは、都道府県知事等に対し、応援を求めることがで

きる。 

２ 第十二条第一項後段の規定は、前項の場合について準用する。 

 

（事務の委託の手続の特例） 

第十九条 市町村は、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置を実施するた

め必要があると認めるときは、地方自治法第二百五十二条の十四及び第二百五十二

条の十五の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、その事務又は市町村長
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等の権限に属する事務の一部を他の地方公共団体に委託して、当該他の地方公共団

体の長等（地方公共団体の長その他の執行機関をいう。以下同じ。）にこれを管理

し、及び執行させることができる。 

 

（自衛隊の部隊等の派遣の要請の求め等） 

第二十条 市町村長は、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置を円滑に実

施するため特に必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、第十五条第一項

の規定による要請を行うよう求めることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による求めができないときは、その旨及び当該市町村の

区域に係る国民の保護のための措置を円滑に実施するため必要があると認める事

項を防衛大臣に連絡することができる。この場合において、防衛大臣は、速やかに、

その内容を対策本部長に報告しなければならない。 

 

（都道府県対策本部及び市町村対策本部の設置及び所掌事務） 

第二十七条 第二十五条第二項の規定による指定の通知を受けた都道府県の知事及

び市町村の長は、第三十四条第一項の規定による都道府県の国民の保護に関する計

画及び第三十五条第一項の規定による市町村の国民の保護に関する計画で定める

ところにより、直ちに、都道府県国民保護対策本部（以下「都道府県対策本部」と

いう。）及び市町村国民保護対策本部（以下「市町村対策本部」という。）を設置

しなければならない。 

３ 市町村対策本部は、当該市町村が実施する当該市町村の区域に係る国民の保護の

ための措置の総合的な推進に関する事務をつかさどる。 

 

（都道府県対策本部及び市町村対策本部の組織） 

第二十八条 都道府県対策本部又は市町村対策本部の長は、都道府県国民保護対策本

部長（以下「都道府県対策本部長」という。）又は市町村国民保護対策本部長（以

下「市町村対策本部長」という。）とし、それぞれ都道府県知事又は市町村長をも

って充てる。 

４ 市町村対策本部に本部員を置き、次に掲げる者をもって充てる。 

一 副市町村長 

二 市町村教育委員会の教育長 

三 当該市町村の区域を管轄する消防長又はその指名する消防吏員（消防本部を置

かない市町村にあっては、消防団長） 

四 前三号に掲げる者のほか、市町村長が当該市町村の職員のうちから任命する者 

５ 市町村対策本部に副本部長を置き、前項の本部員のうちから、市町村長が指名す

る。 

６ 都道府県対策本部長又は市町村対策本部長は、必要があると認めるときは、国の

職員その他当該都道府県又は市町村の職員以外の者を都道府県対策本部又は市町

村対策本部の会議に出席させることができる。 

８ 都道府県知事又は市町村長は、第三十四条第一項の規定による都道府県の国民の

保護に関する計画又は第三十五条第一項の規定による市町村の国民の保護に関す
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る計画で定めるところにより、都道府県対策本部又は市町村対策本部に、国民の保

護のための措置の実施を要する地域にあって当該都道府県対策本部又は市町村対

策本部の事務の一部を行う組織として、現地対策本部を置くことができる。 

 

（条例への委任） 

第三十一条 第二十七条から前条までに規定するもののほか、都道府県対策本部又は

市町村対策本部に関し必要な事項は、都道府県又は市町村の条例で定める。 

 

（市町村の国民の保護に関する計画）  

第三十五条 市町村長は、都道府県の国民の保護に関する計画に基づき、国民の保護

に関する計画を作成しなければならない。 

２ 前項の国民の保護に関する計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一 当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置の総合的な推進に関する事

項 

二 市町村が実施する第十六条第一項及び第二項に規定する国民の保護のための

措置に関する事項 

三 国民の保護のための措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に

関する事項 

四 国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項 

五 国民の保護のための措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関

との連携に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置

に関し市町村長が必要と認める事項 

３ 市町村長は、その国民の保護に関する計画の作成に当たっては、指定行政機関の

国民の保護に関する計画、都道府県の国民の保護に関する計画及び他の市町村の国

民の保護に関する計画との整合性の確保を図るよう努めなければならない。 

４ 市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成する場合において、他の市町村

と関係がある事項を定めるときは、当該市町村の長の意見を聴かなければならない。 

５ 市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成するときは、あらかじめ、都道

府県知事に協議しなければならない。 

６ 市町村長は、その国民の保護に関する計画を作成したときは、速やかに、これを

議会に報告するとともに、公表しなければならない。 

７ 第三十三条第六項の規定は、市町村長がその国民の保護に関する計画を作成する

場合について準用する。 

８ 第三項から前項までの規定は、第一項の国民の保護に関する計画の変更について

準用する。ただし、第五項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用し

ない。 

 

（市町村協議会の設置及び所掌事務） 

第三十九条 市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を

求め、当該市町村の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、
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市町村に、市町村国民保護協議会（以下この条及び次条において「市町村協議会」

という。）を置く。 

２ 市町村協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 市町村長の諮問に応じて当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に

関する重要事項を審議すること。 

二 前号の重要事項に関し、市町村長に意見を述べること。 

３ 市町村長は、第三十五条第一項又は第八項の規定により国民の保護に関する計画

を作成し、又は変更するときは、あらかじめ、市町村協議会に諮問しなければなら

ない。ただし、同項の政令で定める軽微な変更については、この限りでない。 

４ 第三十三条第六項の規定は、市町村協議会がその所掌事務を実施する場合につい

て準用する。 

 

（市町村協議会の組織） 

第四十条 市町村協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市町村長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市町村長が任命する。 

一 当該市町村の区域を管轄する指定地方行政機関の職員 

二 自衛隊に所属する者（任命に当たって防衛大臣の同意を得た者に限る。） 

三 当該市町村の属する都道府県の職員 

四 当該市町村の助役 

五 当該市町村の教育委員会の教育長及び当該市町村の区域を管轄する消防長又

はその指名する消防吏員（消防本部を置かない市町村にあっては、消防団長） 

六 当該市町村の職員（前二号に掲げる者を除く。） 

七 当該市町村の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の

役員又は職員 

八 国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者 

５ 第三十八条第五項の規定は、前項の委員について準用する。 

６ 市町村協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 第三十八条第七項の規定は、前項の専門委員について準用する。この場合におい

て、同条第七項中「当該都道府県の職員」とあるのは「当該市町村の属する都道府

県の職員」と、「当該都道府県の区域内の市町村の職員」とあるのは「当該市町村

の職員」と、「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と読み替えるものとする。 

８ 前各項に定めるもののほか、市町村協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

市町村の条例で定める。 

 

（避難実施要領） 

第六十一条 市町村長は、当該市町村の住民に対し避難の指示があったときは、その

国民の保護に関する計画で定めるところにより、関係機関の意見を聴いて、直ちに、

避難実施要領を定めなければならない。 

２ 前項の避難実施要領に定める事項は、次のとおりとする。 
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一 避難の経路、避難の手段その他避難の方法に関する事項 

二 避難住民の誘導の実施方法、避難住民の誘導に係る関係職員の配置その他避難

住民の誘導に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、避難の実施に関し必要な事項 

３ 市町村長は、避難実施要領を定めたときは、その国民の保護に関する計画で定め

るところにより、直ちに、その内容を、住民及び関係のある公私の団体に伝達する

とともに、当該市町村の他の執行機関、当該市町村の区域を管轄する消防長（消防

本部を置かない市町村にあっては、消防団長）、警察署長、海上保安部長等（政令

で定める管区海上保安本部の事務所の長をいう。以下同じ。）及び政令で定める自

衛隊の部隊等の長並びにその他の関係機関に通知しなければならない。 

４ 第四十七条第二項の規定は、市町村長が前項の規定により避難実施要領の内容を

住民及び関係のある公私の団体に伝達する場合について準用する。 

 

（市町村長による避難住民の誘導等） 

第六十二条 市町村長は、その避難実施要領で定めるところにより、当該市町村の職

員並びに消防長及び消防団長を指揮し、避難住民を誘導しなければならない。 

２ 消防に関する事務の全部又は一部を処理する地方公共団体の組合（以下「消防組

合」という。）の管理者（地方自治法第二百八十七条の二第二項の規定により管理

者に代えて理事会を置く一部事務組合にあっては、理事。以下同じ。）又は長は、

当該消防組合を組織する市町村の長が前項の規定により避難住民を誘導するとき

は、当該市町村の避難実施要領で定めるところにより、当該消防組合の消防長及び

消防団長を指揮し、当該市町村と協力して、避難住民を誘導しなければならない。 

３ 前二項の場合において、消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動するも

のとする。 

４ 第二項の場合において、当該消防組合を組織する市町村の長は、当該市町村の避

難住民の誘導に関し特に必要があると認めるときは、当該消防組合の管理者又は長

に対し、当該消防組合の消防長又は消防団長に対して必要な措置を講ずべきことを

指示するよう求めることができる。 

５ 前三項の規定は、消防に関する事務の全部又は一部を他の地方公共団体に委託し

た市町村の長が避難住民を誘導する場合について準用する。この場合において、第

二項中「消防に関する事務の全部又は一部を処理する地方公共団体の組合（以下「消

防組合」という。）の管理者（地方自治法第二百八十七条の二第二項の規定により

管理者に代えて理事会を置く一部事務組合にあっては、理事。以下同じ。）又は長」

とあり、前項中「消防組合の管理者又は長」とあるのは「委託を受けた地方公共団

体の長」と、第二項及び前項中「当該消防組合を組織する市町村」とあるのは「委

託した市町村」と、「当該市町村」とあるのは「当該委託した市町村」と、「当該

消防組合の消防長」とあるのは「当該委託を受けた地方公共団体の消防長」と読み

替えるものとする。 

６ 市町村長は、避難住民を誘導するときは、必要に応じ、食品の給与、飲料水の供

給、医療の提供その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
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（市町村長との協議等） 

第六十四条 第六十二条第一項の場合において、警察官等が避難住民を誘導しようと

するときは、警察署長、海上保安部長等又は出動等を命ぜられた自衛隊の部隊等の

長（次項及び第三項において「警察署長等」という。）は、あらかじめ関係市町村

長と協議し、避難実施要領に沿って避難住民の誘導が円滑に行われるよう必要な措

置を講じなければならない。 

２ 市町村長は、警察官等が当該市町村の避難住民を誘導しているときは、警察署長

等に対し、避難住民の誘導の実施の状況に関し必要な情報の提供を求めることがで

きる。 

３ 市町村長は、警察官等が当該市町村の避難住民を誘導している場合において、避

難住民の生命又は身体の保護のため緊急の必要があると認めるときは、その必要な

限度において、警察署長等に対し、避難住民の誘導に関し必要な措置を講ずるよう

要請することができる。 

 

（病院等の施設の管理者の責務） 

第六十五条 病院、老人福祉施設、保育所その他自ら避難することが困難な者が入院

し、その他滞在している施設の管理者は、これらの者が避難を行うときは、当該避

難が円滑に行われるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（市町村長及び都道府県知事による安否情報の収集） 

第九十四条 市町村長は、政令で定めるところにより、避難住民及び武力攻撃災害に

より死亡し又は負傷した住民（当該市町村の住民以外の者で当該市町村に在るもの

及び当該市町村で死亡したものを含む。）の安否に関する情報（以下「安否情報」

という。）を収集し、及び整理するよう努めるとともに、都道府県知事に対し、適

時に、当該安否情報を報告しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により報告を受けた安否情報を整理するほか、必要

に応じて自ら安否情報を収集し、及び整理するよう努めるとともに、総務大臣に対

し、遅滞なく、これらの安否情報を報告しなければならない。 

３ 安否情報を保有する関係機関は、前二項の規定による安否情報の収集に協力する

よう努めなければならない。 

 

（発見者の通報義務等） 

第九十八条 武力攻撃災害の兆候を発見した者は、遅滞なく、その旨を市町村長又は

消防吏員、警察官若しくは海上保安官（次項及び第四項において「消防吏員等」と

いう。）に通報しなければならない。 

２ 消防吏員等は、前項の規定による通報を受けたときは、速やかに、その旨を市町

村長に通報しなければならない。 

３ 市町村長は、前二項の規定による通報を受けた場合において、武力攻撃災害が発

生するおそれがあり、これに対処する必要があると認めるときは、速やかに、その

旨を都道府県知事に通知しなければならない。 
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４ 消防吏員等は、第一項の規定による通報を受けた場合において、その旨を市町村

長に通報することができないときは、速やかに、都道府県知事に通報しなければな

らない。 

５ 前二項の規定による通知又は通報を受けた都道府県知事は、必要があると認める

ときは、その国民の保護に関する計画で定めるところにより、速やかに、その旨を

関係機関に通知しなければならない。 

 

（市町村長の退避の指示等） 

第百十二条 市町村長は、武力攻撃災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、当該武力攻撃災害から住民の生命、身体若しくは財産を保護し、又は当該

武力攻撃災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、必要と認める

地域の住民に対し、退避（屋内への退避を含む。第四項において同じ。）をすべき

旨を指示することができる。 

２ 前項の規定による指示（以下この条において「退避の指示」という。）をする場

合において、必要があると認めるときは、市町村長は、その退避先を指示すること

ができる。 

３ 市町村長は、退避の指示をしたときは、速やかに、その旨を都道府県知事に通知

しなければならない。 

４ 市町村長は、退避の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなければ

ならない。この場合においては、前項の規定を準用する。 

５ 第一項の場合において、都道府県知事は、当該武力攻撃災害から住民の生命、身

体若しくは財産を保護し、又は当該武力攻撃災害の拡大を防止するため緊急の必要

があると認めるときは、必要と認める地域の住民に対し、自ら退避の指示をするこ

とができる。この場合においては、第二項及び前項前段の規定を準用する。 

６ 都道府県知事は、退避の指示をしたときは、直ちに、その旨を市町村長に通知し

なければならない。 

７ 第一項の場合において、市町村長若しくは都道府県知事による退避の指示を待つ

いとまがないと認めるとき、又はこれらの者から要請があったときは、警察官又は

海上保安官は、必要と認める地域の住民に対し、退避の指示をすることができる。

この場合においては、第二項及び前項の規定を準用する。 

８ 第一項及び第二項の規定は、市町村長その他第一項に規定する市町村長の職権を

行うことができる者が退避の指示をすることができないと認める場合に限り、出動

等を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合

においては、第六項の規定を準用する。 

９ 第三項及び第四項の規定は、市町村長が前二項の規定による通知を受けた場合に

ついて準用する。 

 

（応急公用負担等） 

第百十三条 市町村長は、当該市町村の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさ

に発生しようとしている場合において、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ず

るため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該市町村
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の区域内の他人の土地、建物その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他

の物件を使用し、若しくは収用することができる。 

２ 市町村長は、当該市町村の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生し

ようとしている場合において、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊

急の必要があると認めるときは、武力攻撃災害を受けた現場の工作物又は物件で当

該武力攻撃災害への対処に関する措置の実施の支障となるもの（以下この項及び次

項において「工作物等」という。）の除去その他必要な措置を講ずることができる。

この場合において、工作物等を除去したときは、当該工作物等を保管しなければな

らない。 

３ 都道府県知事は、当該都道府県の区域に係る武力攻撃災害が発生し、又はまさに

発生しようとしている場合において、武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずる

ため緊急の必要があると認めるときは、第一項及び前項前段の規定による措置を講

ずることができる。この場合において、工作物等を除去したときは、当該工作物等

を保管しなければならない。 

４ 災害対策基本法第六十四条第三項から第六項までの規定は、第二項後段及び前項

後段の場合について準用する。この場合において、同条第三項、第四項及び第六項

中「市町村長」とあるのは「市町村長又は都道府県知事」と、同項中「市町村に」

とあるのは「市町村又は都道府県に」と読み替えるものとする。 

５ 災害対策基本法第六十四条第七項から第十項までの規定は、第一項及び第二項前

段の場合について準用する。この場合において、同条第七項及び第九項中「前条第

二項」とあるのは「災害対策基本法第六十三条第二項」と、同条第七項において準

用する同法第六十三条第二項中「その委任を受けて同項に規定する市町村長の職権

を行なう市町村の職員が現場にいないとき」とあるのは「都道府県知事による同項

に規定する措置を待ついとまがないと認めるとき」と、「要求」とあるのは「要請」

と、同法第六十四条第八項及び第九項中「災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官」

とあるのは「出動等を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛官」と、同項及び同条第十

項中「警察署長等」とあるのは「警察署長若しくは海上保安部長等」と、同条第九

項中「内閣府令で定める」とあるのは「政令で定める」と、同条第十項中「政令で

定める管区海上保安本部の事務所の長」とあるのは「海上保安部長等」と読み替え

るものとする。 

 

（警戒区域の設定） 

第百十四条 市町村長は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

場合において、当該武力攻撃災害による住民の生命又は身体に対する危険を防止す

るため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、武力攻撃災害への対処

に関する措置を講ずる者以外の者に対し、当該警戒区域への立入りを制限し、若し

くは禁止し、又は当該警戒区域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場合において、都道府県知事は、当該武力攻撃災害による住民の生命又は

身体に対する危険を防止するため緊急の必要があると認めるときは、自ら同項に規

定する措置を講ずることができる。この場合において、当該措置を講じたときは、

直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 
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３ 第一項の場合において、市町村長若しくは都道府県知事による同項に規定する措

置を待ついとまがないと認めるとき、又はこれらの者から要請があったときは、警

察官又は海上保安官は、同項に規定する措置を講ずることができる。この場合にお

いては、前項後段の規定を準用する。 

４ 第一項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことがで

きる者がその場にいない場合に限り、出動等を命ぜられた自衛隊の部隊等の自衛官

の職務の執行について準用する。この場合においては、第二項後段の規定を準用す

る。 

 

（消火、負傷者の搬送、被災者の救助等への協力） 

第百十五条 市町村長若しくは消防吏員その他の市町村の職員、都道府県知事若しく

は都道府県の職員又は警察官等は、当該市町村又は都道府県の区域に係る武力攻撃

災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、消火、負傷者の搬

送、被災者の救助その他の武力攻撃災害への対処に関する措置を講ずるため緊急の

必要があると認めるときは、当該市町村又は都道府県の区域内の住民に対し、その

実施に必要な援助について協力を要請することができる。 

２ 前項の場合において、市町村長その他同項に規定する者は、その要請を受けて武

力攻撃災害への対処に関する措置の実施に必要な援助について協力をする者の安

全の確保に十分に配慮しなければならない。  

 

（市町村の実施する緊急対処保護措置） 

第百七十八条 市町村長は、緊急対処事態対処方針が定められたときは、この法律そ

の他法令の規定に基づき、その国民の保護に関する計画で定めるところにより、当

該市町村の区域に係る緊急対処保護措置を実施しなければならない。 

２ 市町村の委員会及び委員は、緊急対処事態対処方針が定められたときは、この法

律その他法令の規定に基づき、その国民の保護に関する計画で定めるところにより、

市町村長の所轄の下にその所掌事務に係る緊急対処保護措置を実施しなければな

らない。 

３ 第十六条第三項から第五項までの規定は、市町村長等が前二項の規定により緊急

対処保護措置を実施する場合について準用する。この場合において、同条第三項中

「対処基本方針」とあるのは「緊急対処事態対処方針」と、同条第五項中「第十一

条第四項」とあるのは「第百七十七条第三項において準用する第十一条第四項」と

読み替えるものとする。 
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13 各種様式 

（１） 武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照

会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令関係様式 

 

様式第１号（第１条関係） 

安否情報収集様式（避難住民・負傷住民） 

                記入日時（    年  月  日  時  分） 

① 氏名  

② フリガナ  

③ 出生の年月日 Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年   月   日 

④ 男女の別 男   ・    女 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）  

⑥ 国籍 日 本  ・  その他（    ） 

⑦ その他個人を識別する情報  

⑧ 負傷（疾病）の該当 負 傷  ・    非該当 

⑨ 負傷又は疾病の状況  

⑩ 現在の居所  

⑪ 連絡先その他必要情報  

⑫ 親族・同居者からの照会があれば、①～⑪を回答する予

定ですが、回答を希望しない場合は、○で囲んで下さい。 
回答を希望しない 

⑬ 知人からの照会があれば①⑦⑧を回答する予定ですが、

回答を希望しない場合は○を囲んで下さい。 
回答を希望しない 

⑭ ①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対す

る回答又は公表することについて、同意するかどうか○で

囲んで下さい。 

同意する 

 

同意しない 

備考 

(注 1) 本収集は国民保護法第 94 条第１項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に十

分留意しつつ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第 95条第１項の規定に基づく安否情報の照会に

対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の

確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの

入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

(注 2) 親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人と

は、友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 

(注 3) 「③出生年月日」欄は元号表記により記入願います。 

(注 4) 回答情報の限定を希望する場合は備考欄に記入願います。 
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様式第２号（第１条関係） 

安否情報収集様式（死亡住民） 

              記入日時（    年  月  日  時  分） 

① 氏名                 

② フリガナ  

③ 出生の年月日 Ｍ・Ｔ・Ｓ・Ｈ    年   月   日    

④ 男女の別 男      女 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）     

⑥ 国籍 日 本   ・  その他（       ） 

⑦ その他個人を識別するための

情報 

 

⑧ 死亡の日時、場所及び状況  

⑨ 遺体が安置されている場所  

⑩ 連絡先その他必要情報  

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以

外の者からの照会に対し回答す

ることへの同意 

同意する 

 

同意しない 

備考 

(注 1)本収集は国民保護法第 94 条第１項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人については、

個人情報の保護に十分留意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回答す

るとともに、上記⑪の意向に沿って同法 95条第１項の規定に基づく安否情報の照会に対する回

答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認事務

のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、回

答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

(注 2)親族・同居者・知人であるかの確認は申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、

友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 

(注 3)「③出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。 

(注 4)回答情報の限定を希望する場合は備考欄に記入願います。 

 

⑪の同意回答者名             連絡先  

同意回答者住所   続 柄  

(注 5）⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。 
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＜記入要領＞ 

（様式第１号、様式第２号） 

 

１ 外国人であって、氏名をローマ字で記載できる場合には、氏名欄にカタカナで、

フリガナ欄にローマ字で記載する。 

  また、住所が日本国以外の場合であって、住所をローマ字で記載できる場合には、

住所欄にローマ字で記載する。 

 

２ 国籍欄には、外務省発行の「国名表」を参考に国籍を簡潔に記載する。 

 「国名表」に未掲載の国にあっては、「その他」と記載する。 

 

３ その他個人を識別するための情報欄には、氏名、出生の年月日、男女の別、住所、

国籍のいずれかが不明な場合に、当該情報に代えて個人を識別することができるよ

うな身体的特徴等を記載する。 

 

４ 居所欄には、避難施設の名称及び住所など、避難住民等の現在の所在をできるだ

け具体的に記載する。 

 

５ 負傷又は疾病の状況欄には、負傷の程度を「死亡」、「重傷」、「軽傷」と区分

して記載する。負傷の程度が不明の場合は「不明」と記載するものとし、負傷して

いない場合は空欄とする。 

この場合、「死亡」とは、当該武力攻撃災害が原因で死亡し、死体を確認したも

の又は死体は確認できないが、死亡したことが確実な者とする。 

「重傷」とは、当該武力攻撃災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける

必要のある者のうち１月以上の治療を要する見込みのものとする。 

「軽傷」とは、当該武力攻撃災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける

必要のある者のうち１月未満で治療できる見込みのものとする。 

 

６ 連絡先その他安否の確認に必要と認められる情報欄には、親戚や身元引受人の所

在・連絡先やかかりつけの病院など、避難施設以外で、避難住民本人と連絡を取り

得る連絡先等を記載する。 

 

７ 備考欄には、安否情報の公開への同意に関する特段の条件等、特に必要と認める

事項を記載する。 

 

８ 氏名、出生の年月日、男女の別、住所、国籍、居所の各欄において不明事項があ

る場合は、「不明」と記載するものとし、その他の欄において特記事項がない場合

は空欄とする。 
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様
式
第
３
号
（
第
２
条
関
係
）

報
告
日
時
：
 
　
年
　
　
月
　
 
　
日
 
　
　
時
　
 
　
分

市
町
村
名
：
　
　
　
　
　
　
　
　

担
当
者
名
：
　
　
 
　
　
　
　
　

①
氏

　
名

②
フ

リ
ガ

ナ
③

出
生

の
年

月
日

④
男

女

の
別

⑤
住

　
所

⑥
国

籍
⑦

そ
の

他
個

人
を

識
別

　
す

る
た

め
の

情
報

⑧
負

傷
（

疾
病

）

の
該

当

⑨
負

傷
又

は
疾

病
の

状
況

⑩
現

在
の

居
所

⑪
連

絡
先

そ
の

他
必

要
事

項

⑫
親

族
・

同
居

者
へ

の
回

答
の

希
望

⑬
知

人
へ

の

回
答

希
望

⑭
親

族
・

同
居

者
・

知
人

以
外

の

者
へ

の
回

答
又

は
公

表
の

同
意

備
　

考

備
考

１
　
こ
の
用
紙
の
大
き
さ
は
、
日
本
工
業
規
格
Ａ
４
と
す
る
こ
と
。

２
　
「
避
難
住
民
に
該
当
す
る
か
否
か
の
別
」
欄
に
は
「
該
当
」
又
は
「
非
該
当
」
と
記
入
し
、
「
武
力
攻
撃
災
害
に
よ
り
死
亡
し
又
は
負
傷
し
た
住
民
に
該
当
す
る
か
否
か
の
別
」
欄
に
は

　
「
死
亡
」
、
「
負
傷
」
又
は
「
非
該
当
」
と
記
入
す
る
こ
と
。

３
　
「
同
意
の
有
無
」
欄
に
は
、
安
否
情
報
の
提
供
に
係
る
同
意
に
つ
い
て
「
有
」
又
は
「
無
」
と
記
入
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
同
意
に
つ
い
て
特
段
の
条
件
が
あ
る
場
合
は
、

　
当
該
条
件
を
「
備
考
」
欄
に
記
入
す
る
こ
と
。

４
　
「
出
生
の
年
月
日
」
欄
は
元
号
表
記
に
よ
り
記
入
す
る
こ
と
。

５
　
「
国
籍
」
欄
は
日
本
国
籍
を
有
し
な
い
者
に
限
り
記
入
す
る
こ
と
。

６
　
武
力
攻
撃
災
害
に
よ
り
死
亡
し
た
住
民
に
あ
っ
て
は
、
「
負
傷
又
は
疾
病
の
状
況
」
欄
に
「
死
亡
」
と
記
入
し
た
上
で
、
加
え
て
「
死
亡
の
日
時
、
場
所
及
び
状
況
」
を
記
入
し
、
「
居
所
」

　
欄
に
「
死
体
の
所
在
」
を
記
入
す
る
こ
と
。

安
 
否

 
情

 
報

 
報

 
告

 
書
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様式第４号（第３条関係） 

安 否 情 報 照 会 書 

総務大臣                        年  月  日 

（都道府県知事） 殿 

（市町村長）  

申 請 者 

                 住所（居所）               

 

氏 名                  

 

下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律第９５条第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。  

照 会 を す る 理 由 

 （○を付けて下さい。③ 

 の場合、理由を記入願い 

ます。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 

② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。 

③ その他 

（                      ） 

備 考 
 

 

被
照
会
者
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍     日本      その他（       ） 

その他個人を識別す

るための情報 
 

※ 申 請 者 の 確 認  

※ 備 考  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。 
   ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地を記入願います。 
   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。 
   ４ ※印の欄には記入しないで下さい。 
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様式第５号（第４条関係） 

安 否 情 報 回 答 書 

年   月   日  

            殿 

 

            総務大臣 

（都道府県知事） 

（市町村長） 

 

   年   月   日付けで照会があった安否情報について、下記のとお

り回答します。  

避難住民に該当するか否かの別 
 

 

武力攻撃災害により死亡し又は負

傷した住民に該当するか否かの別 
 

被 

 

照 

 

会 

 

者 

 

 氏     名 
 

 

フ リ ガ ナ 
 

 

出生の年月日 
 

 

男  女  の  別  

住        所  

 国           籍 

（日本国籍を有しない者に限る。） 
  日本        その他（     ） 

その他個人を識別 

するための情報 
 

現 在 の 居 所  

負傷又は疾病の状況  

連絡先その他必要情報  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記

入し、「武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの

別」欄には「死亡」、「負傷」又は「非該当」と記入すること。 

３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」

欄に「死亡」と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記

入し、「居所」欄に「遺体が安置されている場所」を記入すること。 

５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 



 
資料編 40 

（２）被災情報の報告様式（知事への報告様式） 

【被災情報の報告様式】

平成　　年　　　月　　　日に発生した　　　　　　　による被害（第　　　報）

北海道足寄郡足寄町

1 武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域）

(1) 発生日時 平成　　　年　　　月　　　日

(2) 発生場所 足寄郡足寄町

2 発生した武力攻撃災害の状況の概要

3 人的・物的被害の状況

※ 　可能な場合、死者について、死亡者の市町村名、死亡の年月日、性別、年齢及び死亡時

の概況を一人づつ記入してください。

そ　の　他

重症（人） 軽症(人）

平成　　　年　　　月　　　日（　）：午前・午後　　　時　　　分

市町村名 負　　　傷　　　者死　　者
（人）

行　方
不明者
(人）

人　　　的　　　被　　　害 住　家　被　害

全壊（棟） 半壊（棟）

市町村名 死亡年月日 性　　別

男　・　女

概　　　　　　　　　　　況年　　齢

男　・　女

男　・　女


